
平成１８年１月２０日 

 

 

 

東京大学工学系・情報理工学系研究科第１８回記者会見のご案内 

 

 

日  時： 平成１８年１月３１日（火） １４：００～１６：００ 

 

場  所： 工学部列品館（本郷キャンパス、正門入ってすぐ左側の建物） 

中会議室（２階） 

 

プログラム： 

司会：高橋 哲（工学系研究科精密機械工学専攻・助教授） 

 

○「実験室天文学と磁力線再結合現象-太陽、宇宙、そしてコンパクト核融合-」 

  発表者：工学系研究科電気工学専攻 教授 小野靖 

  

○「Live E!プロジェクト、自治体での本格展開を推進」 

  発表者：情報理工学系研究科電子情報学専攻 教授 江崎浩 

 

○「チップ・ウエハサイズの壁を越える半導体製造プロセス」 

  発表者：工学系研究科電子工学専攻 助教授 杉山正和 

 

○「東京大学工学系研究科が中国無錫市に研究拠点を設置、中国での化学物質規制やグリ

ーン調達、エコデザインの分野での産学連携を計画」 

発表者：工学系研究科精密機械工学専攻 教授 須賀唯知 

                         

問い合わせ先： 

   工学部広報室長（教授）堀井秀之 

工学系研究科・情報理工学系総務課主査（庶務担当）大井 哲 

   工学部広報室員（助教授）高橋 哲 

    



実験室天文学と磁力線再結合現象 

－太陽、宇宙、そしてコンパクト核融合－ 

 

 

発表者： 東京大学・工学部･電気工学科 小野 靖 

 

発表概要： 

太陽、宇宙の磁力線のつなぎかわり現象を実験室で再現すると長年の謎が解明

され、実験室天文学の急進展につながった。つなぎかわりによる急速プラズマ

加熱も近年注目され、核融合炉の急速加熱･コンパクト化への応用も広がった。 

 

発表内容： 

 磁力線再結合とは文字通り、プラズマ中の互いに反平行な磁力線同士が接近

して、X 状につなぎ変わる現象です。宇宙では太陽フレア（爆発現象）や降着

円盤、磁気圏、地上では核融合プラズマで見られ、理論予測を大幅に越える速

い磁場構造変化や大きな異常加熱が大きな謎です。問題は仮説や理論をいかに

裏付けるかですが、遠距離からの太陽衛星観測や地球磁気圏衛星のピンポイン

ト観測では限界があります。 

東京大学 TS-3/4 グループの活動が契機となり、現在、プラズマ合体という新

手法により磁力線再結合現象を実験室で検証し、宇宙プラズマ現象の解明に役

立てる新しいトレンドが世界中に広がり、実験室天文学と呼べる新分野が急進

展しています。その結果、磁力線が交わる点で異常に電気抵抗が大きくなる現

象、すなわち異常抵抗現象により、理論を大幅に上回る早い磁力線のつなぎか

わりが引き起こされていることがわかりました。一方、磁力線再結合により磁

気エネルギーが変換されて大きなプラズマ加熱が引き起こされていることがわ

かり、注目されています。これは核融合プラズマの急速加熱に応用され、コン

パクトで経済的な核融合炉開発、いわゆる初めての工学応用に結びつきました。 

こうした少ない磁場で多くのプラズマを経済的に閉じ込める技術は国際熱核

融合炉（ITER）の先にある実用炉開発には不可欠な研究で、今後の発展が期待

される分野です。 

 

発表雑誌： 

小野：特集「核融合プラズマと多様な宇宙プラズマ活動現象とのアナロジー ２．

トーラスプラズマ合体が開く磁気リコネクションの世界 -高ベータ核融

合から宇宙・太陽まで-」、電気学会誌 第 125 巻，2005 年 1 月, p.6. 

E. Kawamori and Y. Ono, “Effect of Ion Skin Depth on Relaxation of Merging 



Spheromaks to a Field-Reversed Configuration ", Physical Review 

Letters, Vol. 95, No. 18, p. 085003, (2005). 

星野真弘；「宇宙のさまざまな現象を磁気リコネクションが解き明かす」,サイ

アス 2000 年 7 月号. 

 

問い合わせ先： 

東京大学工学部電気工学科 小野靖教授室 

 

用語解説： 

磁力線再結合：プラズマ中で磁力線がつなぎかわること。本来、電気導電率が

高いプラズマ中のつなぎかわりは極めて低速なはずだが、太陽フレアなど

自然界では高速である。 

核融合炉の経済性向上、コンパクト化：国際熱核融合炉（ITER）の先にある実

用炉開発に必要不可欠な課題で、電力会社が自力で建設、減価償却できる

核融合炉を作る必要がある。 

 

添付資料： 

小野：特集「核融合プラズマと多様な宇宙プラズマ活動現象とのアナロジー ２．

トーラスプラズマ合体が開く磁気リコネクションの世界 -高ベータ核融

合から宇宙・太陽まで-」、電気学会誌 第 125 巻，2005 年 1 月, p.6. 

 









Live E! プロジェクト、自治体での本格展開を推進 

 

 

発表者： 工学部 電子情報工学科、情報理工学系研究科 電子情報学専攻 

         教授  江崎 浩  

 

発表概要： 

 センサーネットワークを、地球の環境保全/改善、防災、教育に応用展開する

ための基盤整備を推進する Live E! プロジェクトの活動を 2006 年に複数の自治

体で展開予定。 

 

発表内容： 

 東京大学 大学院 情報理工学系研究科 江崎教授が主査として、IPv6普及高度

化推進協議会(www.v6pc.jp)およびWIDEプロジェクト(www.wide.ad.jp)と共同

で2005年5月に発足させた Live E!プロジェクト(www.live-e.org)は、センサー

ノードが生成する地球環境に関するディジタル情報をグローバルスケールで流

通・共有することで、無限のサービスを創造することを目指しています。IT技

術を用いた、地球環境保全と安心安全な社会インフラの構築に関する取り組み

と貢献は、IT先進国としての、グローバル社会への責任でもあり、これらの取

り組みの諸外国への展開は、我々が生活および企業活動を展開する “地球” 

を健全な状態に維持するために、必須の施策でもあるとともに、我が国が取り

組むべき重要なビジネス領域の一つであろう。  

センサーネットワーク基盤を構築するための第1段階の要素技術の研究開発

を完了し、いよいよ2006年から、複数の地方自治体において、気象センサーノ

ードを、気象災害対策、地球温暖化対策、小学校などの教育教材、住民サービ

スなど、マルチサービス提供設備として実証的運用を開始する予定である。 

 

[協力組織] 

  WIDE プロジェクト(奈良先端科学技術大学院大学、広島大学、広島市立大学、

佐賀大学、東京電機大学、倉敷芸術科学大学、慶應義塾大学、国立天文台、情

報通信機構、等)、U18 IPv6 ユビキタス社会創造推進協議会、(株)IRI ユビテ

ック、(株)ウェザーニューズ、(株)内田洋行、エシェロン・ジャパン(株)、シ

スコシステムズ(株)、ダイダン(株)、ネットワンシステムズ(株)、東日本電信

電話(株)、松下電工(株)、(株)ウィルコム、NTT ネオメイト中国、(株)インテ

ック、清水建設(株)、(株)山武、東京都環境科学研究所、広島市立広島工業高

校、広島大学附属福山中・高校、塩田工業高校、鳥栖工業高校、八戸工業専門



高校、(株)三菱総合研究所 

 

発表雑誌： 

[1] 江崎、“サーバーワールド；地球環境の「今」がネットでわかる”、NEWTON、

ニュートンプレス社、2006 年 1 月号 

[2] 江崎、砂原、“ディジタル百葉箱による自律的な気象データの共有”、空気

調和・衛生工学会 学会誌、平成 17 年 2 月号(掲載予定)  

 

注意事項： 

展開予定の自治体名は、記者会見にて 公表の予定。  

 

問い合わせ先： 

 (1) 東京大学 大学院 情報理工学系研究科 江崎研究室 

        秘書 高橋 富美  

        

 (2) Live E! 協議会事務局  

        〒100-8141 東京都 千代田区 大手町 2-3-6  

        Live E! 協議会事務局  

        TEL: 03-3277-0738, FAX: 03-3277-3464  

        Email: live-e-info@mri.co.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(参考資料)  

 
<< 気象センサーの展開の様子(2005 年 10 月現在) >> 

 

 

<< 気象情報の表示イメージの一例 >> 



「Live E!」設立趣意書 
2005 年 5 月 12 日 設立総会 

 

１．名称  Live E!（らいぶいー） 

 

２．設立の目的 

個人や組織により設置運営される「デジタル百葉箱」等が自律的に生成・取

得する、気象情報や都市活動に関する情報など、広義の地球(Earth)に関する生

きた (Live) 環 境 (Environment) 情 報が自由に流通し共有される電子

(Electronics)情報基盤を形成発展させ、自律的で自由な環境情報の利用法、安

心安全で効率性の高い活動空間(＝環境)の創造を目指す。 

地球温暖化対応のような環境保護対策での利用はもちろんのこと、教育、公

共サービス、ビジネスアプリケーションなどの分野での自由で自律的な利用法

について、積極的な働きかけを促進する。 

 

３．設立の背景 

頻発する異常気象や震災によって影響を受ける都市活動や市民生活、さらに

は疾病などに関して、近年のセンシングデバイスや ICT の発達がより詳しい因

果関係の解明や事前予知の可能性を高めている。 

一方で、先進国での都市活動の変化とアジアを中心とした人口集中地域での

大都市化の進展は、地球上での気象変化をより一層複雑化しており、COP3（第 3

回締約国会議）で採択され 2005 年 2 月に発効した京都議定書による温暖化対策

等の展開も含めて、今後の経済社会活動に対して多くの変革を要請している。 

こうした中、ブロードバンドが普及した日本を始めとして、インターネット

への接続性を高めた気象観測ユニット（「デジタル百葉箱」等）が登場し、低コ

スト化とともに観測や分析ツールも充実しつつある。これは、高度な気象観測

点について、WEB カメラや関連する他のデバイスとの組み合わせによる効果、さ

らには、バスや鉄道といった移動体からの情報も含めて、従来の常識を超えた

密度と精度、そして、リアルタイム性を伴って地球上に設置することを可能と

している。それらを活用した分析や予測が、市民生活に及ぼす効果と貢献の大

きさは計り知れず、市民ニーズから派生する新しいビジネスやサービスに対す

る期待もまた大きい。 

個人および組織が自律的に設置運営する「デジタル百様箱」等が生成する種々

の地球環境に関するデジタル情報を自由流通させ自由に利用・加工・共有する

ことが可能なインフラ構築を実現できれば、そこから教育、公共サービス、な



らびに、ビジネス分野における新たな活動の展開により、安心安全で効率性の

高い活動空間(＝環境)の創造することが期待される 

 

４．活動の概要 

①教育プログラム 

大学、高校、小中学校、OB 組織等がそれぞれのレベルで、教育の材料として

本システムならびにデータを利用し、地球環境のリアリティやコンピュータの

真髄の感得に資する。 

例えば小学校では、デジタル百葉箱の管理を児童が行う、あるいは、実際の

気象データや関連統計データを用いた課外授業を行う事によって、リアルとサ

イバーの一体性を感じてもらったり、そこで活躍するサイエンスやテクノロジ

ーへの興味と理解を喚起したりしていく。 

また、高校レベルでは、大学からの指導も受けつつ、3次元データ処理等によ

る可視化、時系列処理や予測手法等の情報処理を実データにより体験できるよ

うにする。これらについては、コンテスト形式にして賞を授与することにより

活動の活性化を図ることも考える。 

以上の活動に関しては佐賀大近藤教授、広島大相原教授等による積極的なリ

ーダシップが期待できるほか、既に、JKIDS 大賞受賞校(千葉県大森小学校)も積

極的に参加希望している。 

 

②公共サービス 

気象情報やデジタル百葉箱によるインフラ構築は、地球環境のリアリティを

もたらすだけではなく、新たな公共サービスを多様に提供することの可能性を

も有する。 

平常時の気象情報の提供のみならず、災害等の非常時に関する情報提供と デ

ジタル百葉箱そのものが無線 LAN ステーションとなったりデータ処理ノードと

なったりする事で非常時通信システムとして動作するなど、Public Security の

一部の機能を提供することも可能となる。 

また、環境科学の研究分野から注目されているようなヒートアイランドへの

対処に必要な基礎データの収集、あるいは電力会社が興味を持っているような

気象情報ならびにビルのエネルギー消費／制御情報との連携など、さまざまな

公共サービスの可能性が予想される。 

あるいは、公共輸送機関や自動車などが生成する情報の利用による道路の混

雑状況の把握による、都市部における混雑緩和や効率的な市民活動を支援する

なども期待することができる。 
 



③ビジネス展開 

以上のような情報は、ビジネス目的としても自由に利用可能とし、地球環境

データの生成／収集／加工／利用に関するエンドツーエンドアーキテクチャに

根ざしたシステムの構築を目指す。 

それによって、各国産業活動に課せられる CO2排出削減等の温暖化対策の測定

評価やブランド醸成、健康管理、商業活動支援、製造支援、あるいは自動車を

含めた効率的な輸送システムの運用といったさまざまな分野でのビジネス展開

とその応用が想定される。 

 

１． 構成メンバー案 

主査： 江崎 浩（東京大学教授） 

副査： 相原玲二（広島大学教授） 

構成： 本会の設立趣旨に賛同する個人、企業、公的主体、団体等 

 

２． 設立発起人 

WIDE プロジェクト 

IPv6 普及・高度化推進協議会 

U18 IPv6 ユビキタス社会創造推進協議会 

株式会社 IRI ユビテック 

株式会社 ウェザーニューズ 

株式会社 内田洋行 

エシェロン・ジャパン 株式会社 

シスコシステムズ 株式会社 

ダイダン株式会社 

財団法人 日本気象協会 

ネットワンシステムズ 株式会社 

東日本電信電話 株式会社 

株式会社 三菱総合研究所 

 

３． 活動期間・会員等 

活動期間： 当面 2 年（1年で見直し予定） 

会  費： 50 万円程度を予定 

その他 ：  

会員組織には、センサーの設置をお願いするとともに、Public  

Space（学校や公共施設）へのセンサーの寄贈をお願いしていく。 



チップ・ウエハサイズの壁を越える半導体製造プロセス 

 

 

発表者：杉山 正和 大学院工学系研究科電子工学専攻 

 

発表概要： 

通常の半導体製造装置は，大型ウエハに対応しており，大学で先端的な加工を

施した小型ウエハ・チップを企業の生産ラインに流すことができない。この壁

を越えて，産学連携を促進するための技術を紹介する。 

 

発表内容： 

企業の半導体製造ラインは８インチ・あるいは１２インチウエハに対応して

構築されており，新技術の評価もすべてこれらのウエハサイズをもとに行われ

る。一方，大学で大型ウエハに対応したプロセス装置を開発することはコスト

や面積の制約から現実的ではない。このため，大学で開発される新規半導体加

工プロセスは小型ウエハやチップを対象に行われる。しかし，これらの新規プ

ロセスはウエハ・チップサイズの壁に阻まれて企業の評価ラインに流すことが

できず，大学発の技術を産業界に迅速に導入する際の障害となっている。 

東京大学武田先端知ビルスーパークリーンルームのユーザー有志は，この壁

を打破すべく，ウエハ・チップサイズ変換技術を開発している。これは，大型

のウエハに，小型ウエハやチップをはめ込む技術である。チップの埋め込みに

は微細構造への製膜技術を，微細な位置合わせはマイクロマシン技術を活用す

る。この技術を用いれば，従来まったく互換性がなかった光デバイス用の化合

物半導体基板と，電子デバイス用のシリコン基板を組み合わせたハイブリッド

基板を作製することも可能になる。 

東京大学武田先端知ビルスーパークリーンルームは，この技術を基盤とした

産学連携を推進するための組織 F&RIC (Fusion and Release for Industrial 

Creation)を立ち上げた。 

 

問い合わせ先： 

杉山 正和 

大場 隆之(東京大学産学連携本部特任教授) 



東京大学工学系研究科が中国無錫市に研究拠点を設置、中国での化学物質規制

やグリーン調達、エコデザインの分野での産学連携を計画 

 

 

発表者：工学系研究科・精密機械工学専攻／須賀唯知教授 

 

発表概要： 

東京大学大学院工学研究科は、昨年 11 月 4 日、中国江蘇省無錫市に研究拠点を

設置、無錫市との覚書調印と代表所開所を行ったところであるが、これに合わ

せ、本年度、化学物質規制やグリーン調達、エコデザイン分野・鉛フリー実装

技術に関わる産学連携プロジェクトを発足させる。 

 

発表内容： 

文部科学省は昨年 1 月、科学技術・学術分野における国際戦略推進について

発表した方針の中で、日本の大学に対しても、「先進国日本対アジアではなく、

アジアの一員としてパートナーシップを強化すること」を呼びかけている。英

ケンブリッジ大学や米ジョージア工科大学など欧米の大学も次々と中国へ進出

し、特にソフトを含む製造業の分野での産学連携が進められている。 

無錫市は新区だけでも 70 社以上、市内全体では約 400 社の日系企業が進出し

ている。日本の製造力の最先端ともなりつつあるこの地区で日系企業に加え中

国の研究機関や企業も巻き込んだ産学連携を想定する。 

欧州連合(EU)の規制に時期を合せ来夏に発効される中国の特定有害化学物質

使用禁止指令など、電子製品のグリーン化が進められる中、鉛フリー実装を始

め、有害化学物質の評価・管理、グリーン調達の枠組み構築は、世界のものづ

くり現場にとって急務となっている。これらのテーマを産学連携の活動の皮切

りに、中国のエネルギー・環境政策についての中国側との交流を予定している。

この分野で、長江デルタ一円の日系企業や中国側研究機関と交流を深め、知識

と技術を集積し、大学としての人材のネットワーク化を進めていく。 

 

問い合わせ先： 

東京大学工学系研究科 須賀唯知教授 

 


